
（単位：千円）

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 277,928,094 ※ 固定負債 73,307,386

有形固定資産 268,094,154 ※ 地方債等 53,403,968
事業用資産 102,899,824 長期未払金 -

土地 41,786,785 退職手当引当金 4,959,545
立木竹 2,775,161 損失補償等引当金 -
建物 123,602,630 その他 14,943,873
建物減価償却累計額 △ 71,142,771 流動負債 5,870,619
工作物 11,211,058 1年内償還予定地方債等 4,296,688
工作物減価償却累計額 △ 6,321,439 未払金 1,158,150
船舶 - 未払費用 -
船舶減価償却累計額 - 前受金 3
浮標等 - 前受収益 -
浮標等減価償却累計額 - 賞与等引当金 356,490
航空機 - 預り金 -
航空機減価償却累計額 - その他 59,288
その他 - 79,178,005
その他減価償却累計額 - 【純資産の部】
建設仮勘定 988,400 固定資産等形成分 289,052,996

インフラ資産 161,178,825 ※ 余剰分（不足分） △ 73,736,982
土地 4,351,451
建物 5,127,067
建物減価償却累計額 △ 2,435,868
工作物 309,373,271
工作物減価償却累計額 △ 164,802,850
その他 -
その他減価償却累計額 -
建設仮勘定 9,565,753

物品 12,538,645
物品減価償却累計額 △ 8,523,140

無形固定資産 8,407
ソフトウェア -
その他 8,407

投資その他の資産 9,825,533
投資及び出資金 708,036

有価証券 378,057
出資金 329,979
その他 -

投資損失引当金 -
長期延滞債権 173,446
長期貸付金 364,943
基金 8,588,318

減債基金 -
その他 8,588,318

その他 -
徴収不能引当金 △ 9,210

流動資産 16,565,925 ※

現金預金 3,744,740
未収金 1,682,534
短期貸付金 27,665
基金 11,097,876 ※

財政調整基金 7,243,974
減債基金 3,853,903

棚卸資産 11,518
その他 14,661
徴収不能引当金 △ 13,069

繰延資産 - 215,316,014
294,494,019 294,494,019

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

負債合計

純資産合計
資産合計 負債及び純資産合計

全体貸借対照表
（令和２年３月３１日現在）

科目 金額 科目 金額



（単位：千円）

経常費用 56,486,073 ※

業務費用 33,961,322 ※

人件費 5,796,609
職員給与費 4,638,329
賞与等引当金繰入額 352,772
退職手当引当金繰入額 22,633
その他 782,875

物件費等 25,620,994 ※

物件費 6,545,579
維持補修費 1,060,124
減価償却費 18,012,012
その他 3,278

その他の業務費用 2,543,719
支払利息 434,225
徴収不能引当金繰入額 7,361
その他 2,102,133

移転費用 22,524,751
補助金等 6,750,516
社会保障給付 15,683,932
他会計への繰出金 0
その他 90,303

経常収益 3,314,259
使用料及び手数料 1,868,816
その他 1,445,443

純経常行政コスト 53,171,814
臨時損失 3,218,384 ※

災害復旧事業費 3,034,452
資産除売却損 158,887
投資損失引当金繰入額 -
損失補償等引当金繰入額 -
その他 25,046

臨時利益 10,278
資産売却益 9,015
その他 1,263

純行政コスト 56,379,920

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

全体行政コスト計算書
自　平成３１年４月１日

至　令和２年３月３１日

科目 金額



（単位：千円）

前年度末純資産残高 189,452,919 260,852,812 △ 71,399,893

純行政コスト（△） △ 56,379,920 △ 56,379,920

財源 40,219,991 40,219,991

税収等 24,666,913 24,666,913

国県等補助金 15,553,078 15,553,078

本年度差額 △ 16,159,930 ※ △ 16,159,930 ※

固定資産等の変動（内部変動） △ 17,496,309 17,496,309

有形固定資産等の増加 7,796,755 △ 7,796,755

有形固定資産等の減少 △ 21,771,467 21,771,467

貸付金・基金等の増加 2,280,884 △ 2,280,884

貸付金・基金等の減少 △ 5,802,481 5,802,481

資産評価差額 △ 42,144 △ 42,144

無償所管換等 38,013,751 38,013,751

その他 4,051,418 7,724,887 △ 3,673,469

本年度純資産変動額 25,863,095 28,200,184 ※ △ 2,337,090

本年度末純資産残高 215,316,014 ※ 289,052,996 △ 73,736,982 ※

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

全体純資産変動計算書
自　平成３１年４月１日

至　令和２年３月３１日

科目 合計 固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）



（単位：千円）

【業務活動収支】
業務支出 38,674,478 ※

業務費用支出 16,149,727 ※

人件費支出 5,915,427
物件費等支出 7,579,893
支払利息支出 434,226
その他の支出 2,220,180

移転費用支出 22,524,751
補助金等支出 6,750,516
社会保障給付支出 15,683,932
他会計への繰出支出 0
その他の支出 90,303

業務収入 39,258,728
税収等収入 24,044,005
国県等補助金収入 12,528,399
使用料及び手数料収入 1,868,816
その他の収入 817,508

臨時支出 3,034,452
災害復旧事業費支出 3,034,452
その他の支出 -

臨時収入 1,830,667
業務活動収支 △ 619,535
【投資活動収支】

投資活動支出 9,503,997
公共施設等整備費支出 7,223,113
基金積立金支出 2,231,706
投資及び出資金支出 -
貸付金支出 49,178
その他の支出 0

投資活動収入 6,987,371
国県等補助金収入 1,197,160
基金取崩収入 5,760,162
貸付金元金回収収入 42,319
資産売却収入 24,811
その他の収入 △ 37,081

投資活動収支 △ 2,516,626
【財務活動収支】

財務活動支出 4,012,362
地方債償還支出 4,012,362
その他の支出 -

財務活動収入 6,034,100
地方債発行収入 6,034,100
その他の収入 0

財務活動収支 2,021,738
△ 1,114,423

4,859,163
3,744,740

前年度末歳計外現金残高 -
本年度歳計外現金増減額 -
本年度末歳計外現金残高 -
本年度末現金預金残高 3,744,740

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

前年度末資金残高
本年度末資金残高

全体資金収支計算書
自　平成３１年４月１日
至　令和２年３月３１日

科目 金額

本年度資金収支額


